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経済論叢(京 都大学)第160巻 第3号,1997年9月

台湾 中小企業の輸出活力についての一考察
一 生 産 ネ ッ トワー クを 中心 に 一

徐 翠

は じ め に

第2次 大戦後、東西冷戦 ・多国籍企業の世界進出などを背景に韓国 ・台湾を

はじめとするアジアNIEsは,輸 入代替 ・輸出促進 ・重化学工業化などの政策

を通 して急速な経済発展を達成し,1980年 代以降も,自 由化 ・情報化などを進

めて順調に発展 してきた㌔ しかしこうした..一見類似 した発展過程の中に一つ

の大きな相違がある。これは第1表 に示されているように,経 済発展の原動力

である輸出活動を担ってきた主体が韓国では大企業,台 湾では中小企業という

ことである%

輸出市場は国内市場よりも競争が激しいので大企業でないと参人 しにくいよ

うに思われるが,1970年 代終わりから80年代後半まで台湾の輸出の半分以上を

担ってきたのはむ しろ中小企業である助。こうした現象を単に政府 ・官僚の政

策,高 い教育水準,安 価で良質な労働力,旺 盛な企業家精神など従来NIEsの

D香 港は例外で,強 力 な重化学工業化の展開が見 られない。

2}詳 しい統計資料.は入手 してい ないが,シ ンガポー ルと香港 の輸 出で は,そ れぞれ外資系企業 と

地場中小企 業の果 た した役割が大 きい。

3)そ れ以 前の輸 出比率 も明 らか にす る必要 もあるが,現 在筆者の 予元 にあ る資料は1979年 まで し

か遡る ことがで きない。 また台湾中小企業の基準 は これまで数回 の修正 を経てい るが,1991年11

月現在 の基準 は,製 造業 ・建築業が払い込み資本額L%/000万 元以下,総 資本額は12000万 元以下.

鉱業.・=ヒ石採集業 で払い込み資 本額4000万 元以下。 商業,運 輸 業,倉 庫業,通 信 およびその他

サー ビスで毎年の営業額 は4000万 元以下。それ以外 の業種で 前年の営業額254000万 元以 卜.となっ

ている。 な#'1991年 現在の為替 レー トはO.206〔〕〔NT$ノYen)で あ る。.
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第1表 中小企業の輸出率 とその韓国 との比較

台湾の中小企業の輸出 臆 ドル.,%) 韓国の 中小企業の輸 出 〔百 力' ドル,%)

年次
全国の

輸出額

中小企業

の輸 出額

中小企業
の比率 年次

全 国の

輸 出額

中小企業
の輸出額

中小企業

の比率

1978 126.87 80.98 63.8 1978 12,711.1 4,621.2 36.4

ユ979 161.03 103.37 64.2 1979 15,055.5 5,291.6 35.1

1980 198.ll 128.76 65.O 1980 17,504.9 5,623.8 32.ユ

1981 220.11 153.91 68.1 1981 20,992.6 6,516.1 31.0

1982 222.04 154..71 69.7 1982 21,616.1 4,823.2 22.3

1983 251.22 159.27 63.4 19呂3 24,222.5 4,894.1 20.2

1984 304.56 180.45 59.3 1984 29,244.9 7,442.8 25.5

1985 307.17 188.00 61.2 上985 30,283.1 8,413.5 27.8

1986 397.89 264.09 66.4 1986 34.71・1.5, lLQ89.8 31.9

1987 535.34 358.99. 67.1 1987 47,281.01 17,8ユ2.0 37.7

1988 605.85 363.53 60.O 1988 60,696.0 22,998.0 37.9

1989 662.0ユ 407.67 61.6 】989 62,377.0 26,046.0 41.8

1990 672.14 385.22 57.3 1990 65,016.0 27382.0コ 42.1

1991 761..78 433.33 56.9 1991 71870.01 28703.0, 39.9

1992 814.70 455.56 55.9 1992 76632.0, 30,676.0 40.0

1993 849.】7 465.10 54.8 1993 一 一

一

往1:!978-80年 の輸 出額 はTadvxinStatisticalDataRook19.99に よ る。

注2=1978-8〔}年 の 全 国 の 中小 企 業 の輸 出 額 は 『台 湾 中小 企 業 行 業 別 発 展 方 向 』 に よ る。

注3=19別 午 の デ ー タは 「台 湾 の経 済」,146ベ ー ジ か ら引 用 。

注4:1982-93年 の デ ー.一タ は 「中華 風 国83年 中・1・企 業 白皮 書 」,418ペ ー ジ か ら引 用 。

注5=韓 国 の デ ー タ に つ い て,1978-9L年:ま1987年 版 と19324=版 の 「中小 企 業 年 鑑 』 に よ る。19

92年 は93『 韓 国 経 済 年 鑑」 に よる 。

〔出 所)CnuncilforEconomicPlanninganddevelopmetnt、TaiunnStatisticalDataAook1994.

RepublicofChina.

中 華経 済研 究 院 編 『台 湾 中小 企 業 行 業 別 発 展 方向 』,1988年 。

隅 谷 三喜 男 ・劉 進 慶 ・冷 照 彦 著 『台 湾 の経 済 」,東 京 大 学 出版 会,1992年 。

経 済部 中小 企 業処 編 「中 華民 国83年 中小 企 業 白皮 書 』,1994年 。

中小.企 業 協 同組 合 中央 会 発 行 『中小 企 業 年&(1987年 版 と1992年 版)。

全 国経 済 人連 合 会 発 行 「韓 国 経 済年 鑑 』(1993年 版)、

経済発展の説明によく使われてきた諸説だけで説明しきれるのだろうか。もし

それだけで説明できるのなら,同 じ条件,い やむ しろより有利な条件を享受し

てきた大企業は台湾の輸出でより高い比率を占めるはずではないか。中小企業

は大 企 業 と比 べ て,も とよ り小 規 模 で 資 本 ・技 術 ・人材 ・生 産 ・販 売 な どの 面
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で不利な地位にあ り,さ らに政府からの助成が相対的に少ないにもかかわらず

長い間台湾の輸出を担ってきたという事実はどう説明すべきなのか41。

この問題を解明するには,ま ず競争と変動の激 しい国際市場において,中 小

企業が どのように生産を展開するのか,つ まり中小企業の輸出を支える生産構

造,な かんず く外注生産ネットワークとその輸出向け年産との関わ りを検討す

ることが重要であると思われる。本論文はこれを中心に分析 してい く。その結

果,国 際.市場の変動に対応して社内生産を補完する点で外注 とそれによる外注

ネットワークの重要性が再確認されたが,そ れ以外で中小企業の生産を支える

ような側面を見る必要があることを提起する。内容 としてまず1で は,文 献を

通して中小企業の輸出を支える生産構造を,外 注 とそれによって形成された柔

軟な生産ネットワークから見ることにする。そ して社会学分野の研究を手がか

りにして外注利用を概観する。Hで は,こ れまでの研究で積み残されていた問

題を台湾の二大輸出産業に対する聞き取 り調査を通 して解明してみる。最後に

「むすび」 として,調 査結果を分析 し外注利用を再検討した上で,今 後の課題

を提起する。

1中 小企業の輸出活力とその生産構造

〔1)中 小企業の輸出特徴 一注文生産 による輸 出

台 湾 中小 企 業 の輸 出 を 支 え る生 産構 造 につ い て検 討 す る前 に,ま ず 中 小 企 業

に よ る輸 出 の特 徴 を指 摘 して お く必 要 が あ ろ う。 一般 に輸 出 とい って も,外 国

で 自社 の販 売 ネ ッ トワ.一クを作 る に至 る こ と もあ る し,外 国の 注 文 に応 じて 輸

出す る こ と もあ る。前 者 の場 合,企 業 は外 国 で市 場 を 開拓 しな けれ ば な らな い

ので,あ る程 度 の企 業規 模 を持 た ない と無 理 で あ る。 しか し後 者 の 場 合 は注 文

に よ る輸 出 なの で,一 般 に大 企 業 しか 従 事 で き ない と思 わ れ が ち な輸 出 活 動 で

4)中 小企業に対 して特別な借置を取らなかったということは.経 済部中小.企業処の役人も認めて

いる.例 えば,王 党民によれば,「過去中小企業ぽ特別な世話を受けておらず.そ して政府の政

策は中小企業に特別な優遇措置を与えなかった」。「政府対.企業発展之政策及鼓励措施」〔「中小企

業発展雑誌⊥第18期,1989年4月 〕。

.

一
.
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三
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も比較的容易であり,中 小企業,途 上国企業で も輸出活動に参入できるように

なっている。これこそ台湾の中.小企業あるいは途上国の工業品輸出を支える.一

つの重要な要素 と言えるだろう,、

しかし注文生産による輸出によって生産者は製品の販売問題を回避すること

ができるが,他 方製品の販売を自ら掌握で きないので,発 注元企業の調達戦略

が変化 したり,よ り低価格で製品を提供で きる競争者が参.入した りすれば,注

文のなくなる可能性は大きい。したがって生産者は常に不安定な注文にさらさ

れている。台湾の中小企業が,こ うした変動 ・競争の激 しい輸出市場において

活躍できたのは,輸 出市場の変動に対 して自らの生産をうまく調整して対応す

る能力があったからに違いない。したがって,こ うした柔軟な生産構造の解明

は中小企業の輸出活力を理解する上で一つの重要な課題 となる。

② 柔軟な生産構造一専門的分業と外注利用

こうした柔軟な生産構造を理解する上で,簡 世雄氏 と郭文政氏 らの研究は参

考になるだろう。まず商民によれば,「細か く重層化された 『専業分工」(つ ま

り専門的分業)こ そ中小企業が強大な競争力を持ち奇跡的発展を遂げた主要な

原因と言える。このような細分化された分業下で各業者は特定の製品,組 立部

品,あ るいは加工段階に専門化するので,部 品を統合する組立...1揚は必ず しも

大企業によって担当される必要はなく,中 小企業だけで完成させることができ

る。したがって台湾では大企業は多くないが,特 定製品を生産するために形成

される中小企業の生産グループは多い」5)。ここでは個々の企業がそれぞれの専

門に基づき一つの分業ネットワークを形成することによって製品を作 り上げる

という中小企業間の生産ネットワークの存在が指摘されている。

これを踏まえ,郭 氏寺は次のように述べている。「『専業分.」:』と重層化した

『転包加工』(委託加工 ・生産)は コス トを低下させ注文量変動の リスクを減少

5)簡 世雄 「以再度専業牙工閃応環境的劇変」(『中小企業処発展雑誌』18期,1989年4月),15-16

ページリ
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させ る こ とが で き る。 台 湾 中小 企 業 の生 産 協 力 関 係 は 一 種 の ゆ る い生 産 協 力 関

係 で あ り,取 引先 は 多 様 化 さ れ て い る の で,一 つ の 発 注 元 か らの 注 文 が な く

な.つたか らとい って,す ぐさ ま 中小 企 業 が 危 機 にさ らさ れ る こ とは な い。 また

注文 量 が 自社 の 生 産 能 力 を超 え る場 合,『 転 包』 を利 用 す る こ とが で き るので,

限 られ た時 間内 に出 荷 で き るよ う,人 員 を増 加 しコス トを増 す必 要 もな い。 他

方,注 文 量 が 足 りない場 合 は,従 来 『転 包 』 して い た 注 文 を 自社 で生 産 す る こ

とが で き るの で.生 産 能 力 を縮 小 して 社 員 を 解 雇 しな くて も企 業 の生 産 規 模 を

維持 す る こ とが で き る。 こ う した 中.小企 業 の 『専 業 分一1..:』と 『転 包』 加 工 に よ

る協 力 関係 に よ っ て単 に雇用 を 減 少 させ るだ けで は な く,多 くの 生産 販 売 上 の

問題 を も解 決 し,ま た 小 工場 を 開設 す る コ ス トと技 術 的 困 難 を 減 らす こ とが で

き る。 これ は 同時 に台 湾 中小 企 業 が急 速 に成 長 した 原 因 で もあ る 」%

以 上 の 研 究 ほ 台 湾 中.小企 業 が 急 速 に 成長 で きた 原 因 を 「専 業 分 工 」 と 「転

包」7,,さ らに それ に よ って形 成 さ れ た緩 や か な生 産 協 力 関係 に帰 して い るが,

よ り詳 しい 実 態 へ の 言及 は してい ない 。 しか し,中 小企 業 の生 産 構 造 を解 明 す

る一 つ の手 がか りが,委 託 加 工 と委 託 生 産 か らな る 「外 注 」 の広 い存 在 にあ る

こ とは理解 され る。 こ う した 外 注 の 利 用 とそ れ に よ って形 成 され た生 産 ネ ッ ト

ワー クの 実 態 を解 明す る こ とに よ って,輸 出 市 場 の 変動 に対 応 で き る中 小 企業

の柔 軟 な生 産構 造 を理 解 す る こ とが で きる の で は な いか と考 え られ る。 す で に

一 部 の研 究 は こ う した専 門的 分 業 と外 注 の 実 態 につ い て触 れ て はい るが
,部 分

6)「 転包」について著者は特に定義 していないが,文 脈から見て自家.r場の生産能bを 越えた注

文を他の業者に回して委託生産 ・委託加工することによって社内生産を補完する二とと,読みと

ることができるだろう。郭文政 ・劉孟俊 ・王催容 「中小企業市場行錆土研究」(中華経済研究

院 ・経済部編 「中小企業融資及市場行錆之研究』,渤海堂文化事業有限公司./993//)291ペ ージ。

7)「 専業分工」 とは,完.全L程 間分業を通 じて生産を行うことと理解することができよう。これ

ば分業という観点から発注元と受注先の関係を捉えた ものである。一方 「転包」 とは,こ の 「専

業分工」を踏まえて自家工場の生産能力を超えた仕事を,他 の業者に回してやってもらうことと

読みとることができる。これは発注と受注という取引関係から,発 注元と受注先の関係を捉えた

ものである.両 者は単に分業か取引関係かという捉え方の相違にすぎない.ネ ットワークの中心

に位置する発注元企業の側から.見れば,「.専業分丁1は 部品 ・半製品の完全委託生産 ・加工にな

り,「転包」は社内生産を補完するための委託生蒔 ・加工となる.説 明の便宜のために,本 稿に

おいては 「専業分工」を発注と受注という取引関係り観点から拙え,中 国語の 「専業分.]=」と

「転包ノに代えて一般的に定着 している 「外注」 という用語を用いる。
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的 に と ど ま って お り全 体 の構 造 が捉 え られ てい な い呂〕。 しか し近 年,台 湾 中小

企 業 の経 済構 造 ・生 産 構 造 に対 す る社 会 学 の分 野 で の 関心 は高 ま り,フ ィー ル

ドワー ク調査 を通 じて多 くの研 究 が なさ れ,中 小 企 業 の外 注 状 況 の解 明 に大 き

く貢 献 して きた9,。社 会 学 の分 野 を含 め た これ ま で の 研 究 を通 じて,外 注 とそ

れ に よる 柔軟 な生 産 ネ ッ トワー ク を次 の よ うに描 き出す こ とが で き るだ ろ う。

(3)外 注 に よ る柔 軟 な生 産 ネ ッ トワ ー ク

ま ず こ こで 言 う 「外 注 」 と は一.ヒ記 の 「専 業 分..「」 と 「転 包 」 を 合 わ せ た 広 い

範 囲 で の 部 品 ・半 製 品 ・完 成 品 の 委 託 生 産 ・加 工 を 意 味 す る も の で あ る。 外 注

は い っ か ら企 業 に 利 用 さ れ る よ う に な っ た の か に つ い て は 未 だ 不 明 で あ る 。 し

か し1961-75年 の 「第1次 輸 出 促 進 期 」 に 盛 ん に な っ て き た と い う説 が あ る1。,。

当 時 資 本 の 蓄 積 が 少 な か っ た 民 間 の 製 造 業 者 が 膨 大 な 世 界 市 場 の 需 要 に 対 応 す

る た め 多 用 す る よ う に な っ た 。80年 代 以 降,労 働 運 動 の 興 隆,労 働 基 準 法 の 施

行,さ ら に 労 働 力 不 足 の 深 刻 化 な ど て 外 注 の 利 用 は.層 高 ま っ て い る よ う に 見

え る1p。

こ う し た 委 託 生 産 ・加 工 は単 に 正 式 に 企 業 と し て 登 録 さ れ た 企 業 間,つ ま り

フ ォ ー マ ル ・セ ク タ ー に お け る 企 業 同 士 の 間 に 存 在 す る だ け で は な く,家 内 工

業 や 内 職 な ど の イ ン フ ォ ー マ ル ・セ ク タ ー に お け る 生 産 単 位 間 に も存 在 す る 。

し た が っ て 内 職 か ら 一 般 の 企 業 ま で 外 注 に 係 わ っ て い る生 産 単 位 は か な り多 様

8)黄.金 牛氏の研 究は,家 内L場 と内職だ けを対象に した ものである.黄 金虫 『台湾工業外包制 之

実証.研究一 以台北地区為剛 〔私立束呉大学繕 済学研究所修+論 文,1986年6月)。 洗面達 「台湾

中小企業的産錆問題」1「台湾銀行季F月 第34巻 第3期,1983年 〕、

9:〕 例えば,謝 国雄氏 の研究 は.「網 絡式生産組織一 台湾外錆1:業 中的外包制度」(「中央研究 院民

族 学研 究所 集刊」 第7/期,1991年9月)。 またG.S.Shieh,丁 「魚 ∬"み 如じ4.n8∫ めf仰`'rα`h㎎

N砿 ㎜ 種 α㎡ ルfピrFかEπか・ゆだπ8π肖ぬψ 切 五存鷺」αアビ5Dα ・ε♂σメ・,πθ`、̀NewY【,rk=PeterLangPub.

lishing,1992な どを参照す る.二とがで きる。陳弁土民の研究は 『協 力網路興 生活結構一 台 湾中小

企業的.社会経済分析1聯 緯出版事業公 司,1994年)を 参照する ことがで きる。

1① 黄金生,前 掲 論文,36ペ ー.ジ。

lD簡 世雄,前 掲論 蔦 また 「台湾 区製衣工業 同業公 会」 によるア ンケー ト調査によれば,「 労働

力不足の状況下 に,工 場の正常 な運営 を維持す るため.『 外包加[」 の採用で対応す ることが多

い」。劉学鐸 「製女業面 臨労 力不足原因分析及因応之道」(『中小企業 発展雑謝 第12期,1988年

10月 』



台湾中小企業の輸出活力についての一考察(241)45

で あ り,ま た 日本 で 下 請 と言 う と支 配従 属 を思 い浮 べ るが,必 ず し もそ の 関係

を意 味 しな い。 利 用 形 態 と して,発 注 元 の 製造 所 内で 行 う こ と もあ る し,専 門

的加 工.業者 の製 造 所 内 で 行 う こ と もあ る 。 ま た完 成 品 メ ー カ ーか ら専 門 的加 工

業 者 ・内 職へ,あ るい は専 門 的 加 工 業 者 か ら内職 へ とい う異 な る生 産 レベ ル に

お け る生 産 単位 間 の垂 直 的 な外 注 に と どま る の で は な く,同 レ搾 ルの 生 産単 位

間(完 成 品 メ ー カ ー問,専 門 的 加工 業 者 間,内 職 問)で 行 わ れ る水 平 的 な レベ

ルの外 注 もあ る。

こ う した多 様 な.外注 形 態 を通 じて 個 々 の零 細 ・中小 規 模 生 産 単 位 は受 注 能 力

のあ る企 業 を 中心 に連 結 され,一 つ の 生 産 ネ ッ トワー ク を形 成 す る。 した が っ

て膨 大 な中小 零細 生産 単 位 はい くら規 模 が小 さ くと も,販 売 能 力 が な くと も,

輸 出 中小 企 業 を 中心 に そ の生 産 ネ ッ トワー クに 組 み込 ま れ れ ば,輸 出 に寄 与 す

る こ とが で き る。 一方,輸 出 中小 企 業 の 立 場 か ら見 る と,こ の生 産 ネ ッ トワ ー

ク の存在 に よ り,企 業 は労 働 コス トと設 備投 資 の一..・部 を節 約 し 一定 の生 産 規 模

を社 内 で 維持 しな が ら.さ ら に外 注 を通 じて 積 極 的 に外 部 資 源 を利 用 し 自社 の

生 産 を補 完 す る こ とが で きる。 こ う して 規 模 が 小 さ い なが ら も,変 動 の 激 しい

輸 出市場 に対 応 し,台 湾 の輸 出 を担 う こ とが で きた の で あ る。 なお この 柔 軟 な

.生 産 ネ ッ トワー クに 関 して は,佐 藤 幸 人 氏 の研 究 に も紹 介 され てい る1%

以 上 の よ うに,こ れ まで の研 究 は 台 湾 中小 企 業 全体 を支 え る生 産 構 造,を 外

注 に よ る生 産 ネ ッ トワー ク とい う概 念 か ら説 明 し,そ の社 会 的 普 遍 性 ・重 要性

を強 調 して きたが,複 数 の 産 業 に対 す る調 査 結 果 か ら ま と めた もの で あ る こ と

か ら〔D産業 別 の外 注 利 用 の 特 徴,(2)外 注利 用 に 関す る統 計 ・詳 細 が 不 明 の ま ま

で あ る。 ま た㈹ 外 注 とそれ に よ る生 産 ネ ッ トワー ク は台 湾 中小 企 業 の特 徴 と し

て 強 調 され て い るが,果 た して 台 湾 中小 企 業独 白 の特 徴 と言 え るの か,㈲ 外 注

利 用 を通 して 発注 先 との 間 に どの よ うな 協 力 関係 が形 成 され て い るの か,さ ら

に㈲ 外 注 の利 用 は 柔軟 性,効 率 性 な ど プ ラ スの面 ばか りな のか,な どの 問題 点

12)佐 藤幸 人 「台湾の経済発展における政府と異聞企業 産業の選択 と成果一 」.(服部民

夫 ・佐藤幸人編 「韓国 ・台湾の発展メカニズム」,アジア経済研究所,1995年),101..113ペ ージ.
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が残されている。輸出中小企業の生産活動における外注による生産ネットワー

クの意味を明確にするためには,上 記の4点 を解明することが必要 と考えられ

る。そこで繊維産業と電子産業 とい う台湾の二大輸出産業すなわち80年代後半

まで繊維産業の輸出の半分以上を占めてきたアパレル産業 と,近 年電子産業の

輸出において急速に成長 している情報通信機器関連産業を対象 とした現地調査

を通 じて,こ れらの点に答えてみよう。

H輸 出産業における外注利用の状況

〔D輸 出の二本柱一繊維産 業 と電子産業

日本,香 港,韓 国 と同 じ よ うに,繊 維 産 業 は台 湾 の輸 出で か な り重 要 な役 割

を果 た して き た。60年 代後 半,初 め て輸 出額 で 首位 にな った後,84年 に電 子 産

業 に とっ て代 わ られ る まで は 一貫 して全 輸 出 額 の 約20%～30%を 占 め,輸 出 を

リー ドしつ づ けて きた 。 そ の 内 ア パ レル は も っ と も大 きな比 率 を 占め,88年 ま

で繊 維 産 業 の 輸 出 の5～6割 を 占 めつ づ けて きた 。 そ の後,低 下 の傾 向 に入 っ

た もの の,全 販 売 量 の95%以 ヒが 輸 出で あ って,内 需 はわ ず か しが なか った こ

とか ら,輸 出主 導 型 業 種 と言 え るだ ろ う1%一 方 電 子 産 業 は40年 代 終 わ りに,

輸 入部 品 に よ る真 空 管 ラジ オ の組 立 か ら始 ま った。 そ の後 日米 な どの 多 国 籍企

業 の参 入 もあ って 順調 に成 長 して きた 。84年 に繊 維 産業 を抜 い て 輸 出 の トップ

に な6た 。 そ の 内 で は,伝 統 的 な品 目 に代 わ って近 年 コ ン ピュー ター とそ の 周

辺 装 置 ・IC・ 電 話 機 な ど,情 報 通 信 機 器 関 連 産 業 の 輸 出比 率 が 急 速 に拡 大 し

て きた こ とが,特 に注 目され て い る。

以.ヒの よ うに アパ レル産 業 と情 報 通信 機 器 関連 産 業 は,そ れ ぞ れ 繊 維 産 業 と

電 子 産 業 の 輸 出 に お い て大 きな意 味 を持 って い るので,筆 者 はそ れ を 対 象 に調

査 を行 った 。 この調 査 結 果 に入 る前 に,ま ず これ まで の文 献 を通 じて,そ れ ぞ

れ の産 業 の 生 産状 況 につ い て触 れ て お きた い。

13〕1975-78年 と1985-88年のデータはそれぞれ,財 団法人交流協会編 『台湾の衣類産業について」

(エ980年3月}.59ペ ージの表37と,財 団法人交流協会編 「台湾の繊維産業一衣類」(1989年3月 〕、

45ページの表6を 参考にした。
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〈アパ レル産 業〉 台 湾 の アパ レ ルは 生 産 過 程 と素 材 の 違 い に よ っ て,一 般 に

セ ー ター ・ニ ッ ト製 品 ・織 物 製 品 のr種 類 に分 け られ て い る。 そ の 内 ニ ッ ト製

品 と織 物 製 品 は素 材 の 違 い を 除 き,生 産工 程 と必 要 な設 備 が ほ とん ど一 緒 で あ

る1㌔ ア パ レル の 生産 は,多 額 の資 金投 入 を しな くて も済 むが 大 量 な労 働 力 を

台湾 必 要 とす る。 工 場 の 設 立 が 容 易 な の で,小 規 模 の工 場 が 林 立 し家族 経 営 の

零細 工 場 が 特 に多 い 。 営 業 能 力 が あ って 受注 を獲 得 で き る メー カー は,機 械 設

.備 に投 資 して生 産 規 模 の 拡 大 を 図 る よ りも社 内で 小 規 模 の 生 産 を維 持 しなが ら

消 化 しきれ ない 分 を 家 族経 営 の 零細 工 場 に委 託 す る こ とが.多い とい う'5〕。 こ う

した.外注 生 産 の実 態 は ど うな って い るの か を,黄.金 生氏(第1図}と.謝 国 雄氏

(第2図)の 研 究 を通 じて 見 る こ とが で き る。 第1図 で は,輸 出企 業 は全 生 産...

1=程の完.全外 注 を 通 じて セ ー ターの 生.産を行 うの に 対 し,第2図 は一 部 生 産 工

程(裁 断 と縫 製)の 完 全 外 注 に よ って ニ ッ トアパ レル を 生 産す る ので あ る。 一

部 あ るい は全 生 産工 程 を完 全 に外 注 して い るの で,外 注 は 企業 の生 産 に と って

不 可 欠 な存在 に な る。 しか し実 際 にす べ て の アパ レル メ ー カ ーが こ う した 工 程

間分 業 あ るい は完 全外 注 を採 用 して い るの か ど うか に つ い て は,さ ら な る調 査

を しな けれ ば な らな い。

〈情報 通信機 器関連産業〉 アパ レル産 業 で 中小 企 業 の 比 率 が 高 い の に対 し,電

子 産 業 で は大 企業 が従 業 者数 ・生 産 高 ・付 加 価値 に 占 め る比 率 が 製 造 業 全 体 の

中で も高 い とい う特 徴 が あ る。 そ の 内,国 内 企 業 と比 較 して合 弁 企 業 さ らに外

資 系 企 業 は規 模 が よ り大 きい。 全 体 的 に少 数 の外 資 系 大企 業 及 び国 内大 企 業 と,

多 数 の 中小 企 業 とい う構 造 に な っ てい る15〕。 こ う した 電子 産 業 の 台 湾経 済 に 占

14)セ ー ターの生産 は簡単 に分 けると,原 料一・紡糸→パーツ編 み→縫合→ ボタン付け→仕上げ 〔洗

濯 ・プレス ・マー クの縫付 けなど)→ 品質検査→包装である。それ と類似 して,ニ ッ ト・織物製.

品の生産 過程はほぼ,原 料 の購 入一布地の裁断→局部縫製→縫 合→ ボタン取 りf」.け→修整→ブ レ

ス→品質検査→包 装 とい う流れで ある。謝宗興 『環境変遷,産 業.発展 与経営調選一196D年 代以来

的毛衣 出口業』(金 榜 図書公 司,1988年 〕,16ペ ージの 図1-4-11交 通銀行 ・台北市銀行編 『台湾

区戎 衣業調査報告』 〔1972年10月),財 団法 人交流協 会編 〔1台湾の繊維 産業 一衣類」,1989年3

月〕,41ペ ージ。

15)財 団法人交流協 会編 『台湾の衣類産業 につい て」,1980年,1と11ペ ー ジ。

16)梶 原弘和 「台湾の電機電 了産 業 産業組織変化 と輸 出拡 大一 」 〔谷 浦妙子編 『灌業発展 とノ
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第1図 セ ー ター 業 に お け る外 注 利 用 の 一例

貿易商社

輸出企業

(編み) (縫製) (仕上げ)

「超社区代工領班」 専門加工業者 専門加工業者

〔被雇用者10人)(被 雇用者17人)

〔紡糸)(図 案編み)〔無地編み) (修整)

・社医領剣

家 内工業.・内職 内職 内職 内職

内職

〈3>

<3>〈46>〈3>〈11>

注1:各 生産単位の トにある 〔)は そ れぞれ担 当 している生産.1二程 を示す。

注2:(〉 内び)数字 は委 託する専 門前口:業者 ・生産 単位の数 を表す。

注3=各 生産単位の仕事 内容 は以下 の通 りであ る。

1>輸 出企業 とは受 注,販 売,原 料調達.外 注生産の調整 を担 当す る単位。

2)「 超社区代工領班 」 とは複.数地域(社 医1の 内職 を管理す る単位 であ り,各 地域0)外 注生産

を調整する単位 。

3)「 社区領班、 とは特定地域(社 区)内 の 内職を管理す る単位であ り,当 該 地域 の外注生産 を

調整する単位。

4)専 門加工業者 とは特定 の委託牛産 ・加⊥ を受 け入れる加工業者。

5)内 職 とは.般 家庭内で生産加 丁を担 う中.位。

(出所:1黄 金+『 台湾.[二業外位制之実証研究一 以台北地 区為例∠(私 立東呉大 学経 済学研究所修

士論文 脚1986年61.D,50ペ ー ジ,図(3.2)0

め る 重要 性 に鑑 み,す で に 多 くの研 究 が な され て きた 。 しか し残 念 な が ら電 子

産業 の生 産 構 造,と りわ け そ の外 注 の利 用 状 況 につ い て の研 究 は ま だ少 な い。

こ こで は筆 者 の 調 査 を 使 って,そ の一 部 を 第3図 で 描 き出 す 。 こ こか ら3社 と

も一部 の生 産 工 程 しか 外 注 に 出 して お らず,第1図 の全 生 産 工程 の完 全 外 注 と

は違 う様 態 を 呈 して い る こ とが わ か る 。以 上 既 存 の研 究 を通 じて,ア パ レル産

業 と情 報 通 信 機 器 関 連 産 業 の 生 産 に お け る外 注 利 用 を見 て きた 。次 に個 別 産 業

＼産業組織の変化・一自動車産業と電機電..r産業一1,ア ジア経済研究所,1994年),252ペ ージ。
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第2図 ニ ッ ト製品の生産における外注利用 の一例

外国 のノくイ ヤ ー

貿易商社

メ ー カ ー

〔裁断) (縫製) (縫製) 〔縫 製)

専門加工業者 朝 加工縮 「代工頭・[亟]
〈⊥〉<2><2>.〈7>

↓

内 職

注llこ の場合 メーカーは労 働者3人 を雇 用 しサ ンプル作 りと品質検査 ・仕上 げ ・

包装な どの工程 を担 当 させる.

注2:(}は 各生産単 位が担 当す る生産工程 を示す.

注3=「 代工頭」 とは外注生産 ・加工 の依頼 を受け入れ る一 方,仕 事 を さらに内職

に委託す る人のことで ある。

(出所)謝 国雄 下網絡式:生産組織.台 湾外錆工業中的外包制度」

〔「中央研究1完民族学研 究所 集刊』 第71期,1991年9月),164ペ ージ,図1。

について詳細に検討する.。

② アパレル産業 に対す る聞 き取 り調査

この調査 は1995年8月 に,筆 者 が 直 接 聞 き取 り調 査 とい う形 で,3社 に対 し

て行 った もので あ る。 その 内,A1社 は ア パ レル製 造 の専 門 メ ー カ ーで あ り,

A2社 とA3社 は アパ レル製 造 以 外 に,生 地 の 生 産,貿 易 な ど も担 当 す る総 合

的 アパ レル メー カ ーで あ る'%調 査 結 果 は 第2表 に 示 さ れ て い る。3社 と も

95%以 上 の 高 い輸 出比 率 を示 して い る。 受 注 の 方 法 は 間接 的 に貿 易 商 社 か らの

場 合 もあ る し,直 接 的 に外 国 のバ イヤ ー か らの 場 合 もあ る。 こ こで 興 味 深 い の

はA3社 の場 合,さ ら に1司業 業 者 か ら の委 託 生 産 が あ る とい う こ とで あ る。 こ

17)3仕 ともニット製品のメーカーである。Al社 は1978年に成立し,現 在(調 査時点〉,雇用者

数は事務所30人,工 場50人である.A2社 は1984に 成寛し,現 在雇用者43210人!ア パレルに

限れば98人}で ある。A3社 は1990年に成立したものである。
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第2表 アパ レル産業 の外

社名 受 注 先 輸出比率 原料の提供者 外注の工程と比率

・縫 製 〔70%)

Al社 貿易商社:100% 100% 自社 ・刺繍 〔100%}
・ ボタン付 け(100%)

生地 ・原料 調達以外,全 部

一般 の場合

A2社
・外 国のバ イヤー;30%

・貿易商社:70%
95% 自社

アパ レル

・縫製(50%〉

・刺繍 〔100%)

特殊の場合
・裁断以外 全て外注

・外国のバイヤー 〔外注の原則→ ロー レベ ル仕様)

・外国バ イヤーの在台子会社 一般の場合
:

A311 ・外国の貿易商社 99% 自社 ・縫製 (50%)
・他社からの鱒 主依頼 特殊の場合 :

・遠方の場合外注率が増える

注ユ:「関係」の維持は.外学主を通 じて受注先と取引関係を維持するにとどまらず,個 人的な繋がり・

うな1幾能をもつ。

注2:"一 μは資料なしを示す6

(出所}聞 き取 り調査により筆者作成。

れ は競 争 相 手 で もあ り うる 同 業者 間で,お 互 い に消 化 し きれ ない 注 文 を委 託 す

る こ と を表 す 例 で あ る 。外 注 を利 用 す る際 に,3社 と も 白 ら原 料(.裁 断 さ れ た

パ ー ツ)を 提 供 し,専 門 の加 工 業 者 か 内 職.あるい は 同業 者 に生 産 ・加 工 して も

ら う。 仕 事 を引 き受 け た生 産単 位 は与 え られ た原 料 を加 工 す る こ と に よ って,

加 工 賃 を稼 い で い る。

外 注 を利 用 す る工程 につ い て は,納 期 を急 ぐた め裁 断 か ら出荷 まで す べ て の

工 程 を外 注 に出 す とい う特 殊 な場 合 を除 い て,通 常 は全 生 産 工 程 で は な く特 定.

の工 程 だ け に と ど ま る こ とがわ か っ た。 そ の 中で3社 に共 通 して 見 られ る外 注

利 用 は 社 内生 産 に転 換 で き る縫 製 工程 で あ り,し か も部 分 的外 注 に と どま る

(AI社 は70%,AZ社 は50%,A3社 は50%)。 一 方,刺 繍 や ボ タ ン付 け な ど

特 殊 な設 備 を使 用 す る工程 は 各社 の設 備 状 況 に よ って社 内で 行 なわ れ た り,専

門 の 加工.業者 に出 さ れ た りす る。 調 査 の 中 でA1社 は刺 繍 とボ タ ン付 け,A2
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注利用 に対す る調.査結果

内職の利用 発注先との協力関係 外注利用の長所
外注の

馴

海外進出の状況

進出先 外注利用

直接:な し

間接:あ るはず
固定の加工業者がある

・納期 と生産量の向 ヒができ

る
な し な し 一

あ り

一部の加.r:業者と長期

協力関係を持っている

・営業力の拡大

・ 「関係」の維持

・品質

。欄

中国

ブイリピン

ベ トナム

モーリンヤス

等

あ り

直接:な し

間接:あ るはず

部 の加工業者と長期

協力関係を持っている

・資本回転率の向上ができる

・労働不足問題の緩和

・納期の向 ヒ

・ 「関係」の維持

一

アメ リカ

中国

ベ トナム
あ り

友情 を作 り上げることによってシーズ ン.の時 に自社の仕事 を優先 に引 き受けて もらえる よ

社は刺繍を外注に出すが,A3社 は社内で行う。こうした社内にない特殊設備

を利用する⊥程の外注は社内生産で代替することはできないが,企 業にとって

常時ではない注文のための設備 ・人材投資を節約することが可能となる。 しか

し一般に外注に出す工程は,や はリアバ レルの生産でもっとも労働集約的な部

分すなわち縫製工程である。通常,業 者は季節の変動に対応するため一定の雇

用規模だけを維持する。 もしそれ以上の沖文があれば外注に出すことで消化す

る。 こうした外注は景気のバッファーとして利用され,社 内生産を補完すると

同時に生産に柔軟性を与えることができる。 しかしA2社 の指摘にもあるよう

に.近 年,労 働力不足が一層深刻にな り機械設備があっても入手が足 りず,企

業にとって外注を利用 しない と儲からな くなった り,事 業を維持できなくなっ

たりするような外注利用の必要性が現れてきた。外注利用の背景は時代によっ

て変化することを物語 っている。
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第3図 情 報 機 器 関連 産 業 にお け る外 注 利 用 の 諸 事 例

(3一.1)E1社 の 生 産 工 程(エ ッジ ・カー ド ・コネ ク ター)

匝]＼
膿;100%[=垂 コ 中 売編

[互]偏:・ … 内・産・n… ㍉・れ以前・桝 産・鼎 内職鰭 存・
内製=50%

外注 二50%

(3-2)E2社 の 生 産.1:程(ス キ ャナ ー)

再 勝 難1∵璽1一嘉 ・悪 癖 、
外注;100%

注1:QCは 各L程 にお いても行 う。

注2:外 注 の加 工段 階は ト記の1か ら次第 に3ま で拡大 してい った.

(3-3)E5社 の 生産 工 程 〔フ ラ イバ ック トラ ン ス)

唾
内鍵:100%「 《∫製:70%内 製=100%

外 注:30%

〔出 所}聞 き取 り調 査 に よ り筆 者 作 成Q

[墾}團
[エ ポ キ シ樹 脂 の 自動 注 入

o一,.,sting

一塵 詞一園
内製:70-60%内 製=10G%

外 注;30-dO%

外注を利用する際に,上 記に述べた生産工程の選別以外に製品の選別も行わ

れている。A3社 によると通常外注に出す製品のほとんどは高級品ではなく一

般品 ・ローレベル品である。高級品は品質が厳 しく要求されるから社内生産で

品質をコントロールする必要があるためである。 したがって外注は工程の選別

と外注量の選別,さ らに製品の選別を通 じて中小企業の生産に柔軟性を与えて

いると言えるだろう。

こうした外注利用を通 じて発注元 と発注先の間にどんな関係が形成されてき

たのかというと,調 査 した3社 とも多数の外注先 と取引を行うが,そ の内さら

に何 ヵ所かと長期安定的な取引関係を維持 している。こうした浮動的な取引 と

長期安定的な取引の併用は業者に景気変動への対応力を増大させ,ま た後述す

るように,長 期安定的な取引関係が品質の向上 と納期の改善にも貢献する。さ
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らに発注元であるメーカーと受注先である専門加工業者とも複数の取引先を維

持するので,1社 からの外注依頼がなくなるとす ぐ潰れてしまうということは

さほどなく,ま た企業問関係もあまり硬直的ではないようにみえる。

そして柔軟性の実現以外に外注利用のメリットとして,設 備投資 ・労働雇用

の節約,労 働力不足と労働力管理問題の回避,営 業能力の拡大,納 期の短縮,

専門技術 ・加工の利川,資 本回転率の向上,さ らに 「関係」の維持なども取 り

上げられている。メーカーは外注の利用により雇用関係を通さずに専門加工業

者 と内職,場 合によっては同業者をも自分の生産に包摂することがで きる。そ

れによって設備投資と雇用の支出を最低限に抑え,構 内の生産を.一.一定規模に維

持 した上で,外 国からの不安定な注文や季節変動に対応することができ,ま た

同時に生産能力を拡大することもできる。

ところが,聞 き取 り調査の中で品質と納期の確保が困難であることが指摘さ

れ,外 注の利用はメリットばか りではないことが判明した。外注を利.用する限

りこの問題を避けることは難しいだろう。 しか し専門加工業者や内職などの生

産単位 との間に長期的な協力関係を作ることによって双方の努力で納期 と品質

を改善することも不可能ではない。聞き取 りを行った3社 とも,一...・部の専門加

工業者 と長期安定的本協力関係を維持している。特にA1#1は 受注する際に専

門加工業者の得意品目まで考慮するほど,専 門加工業者 と長期的で緊密な協力

関係を維持してお り,外 注の利用に トラブルがないと答えた。また長期的な協

力関係の維持によって品質と納期をコン トロールする以外にも,外 注品に対す

る品質検査(QC>の 強化によりこの問題を改善することも方法 としては考え

られるだろう。さらに海外進出の場合にも注文消化のため外注を利用すること

が見受けられる。

㈲ 情 報通信機器関連産業 に対する聞 き取 り調査

電 子 産 業(情 報 通 信 機 器 関 連 産 業)に つ い て の調 査 は アパ レル産 業 とほぼ 同

じ時 期 に,市 接 訪 問(F1社 とE5社),電 話 調査(E2社 とE3社),質 問 票

『

ぞ
種

馬
…

蓑

『
L
茎
田

乙証

呼

鐘
.

.

脇
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第3表 情報通信機器関連産業

社名
外注利用の状況

.

r..輸出比率
原料の

提供者 一般 加工 ・..組立 〔外注比率) 専門加工(外注比豹
内職の利用

F1社 100% 自社 な し ピンの生 産(50%)
昔はあったが,

現在 はな し

E2社 98-99% 自社
・差 し込み(100%)

・簡単な組立 とテス ト(1QO%)
ハ ンダ付けqOD%) な し

E3社 90% 自社 ・前段の組立 〔社内生産の補完1 SMT(100%) なし

E4社 70-80% 自社 『

一

な し

E5社 30% 自社

・前段 の組立(30圏

・最終の組立 〔30-4幅) な し
昔はあったが

現在はなし

注1:SMT(surfacemounttechu。106.,表 面Al,着 技 術):薄 型 の プ リ ン ト基 板Eへ の実 装 法 の 一 つ。

注2ビ ー 厚 は 資 料 なL、 を示 す,

注3=資 本 額 か ら見 れ ば,t5社 は大 企 業 の 枠 に属 す る.

注4:E4社 は提 供 資 料 だ け に よ るの み で,聞 き取 りで き なか っ た。

〔出所}聞 き取 り調 査 に よ り筆 者 作 成 。

(E4社)な ど3つ の 方 式 で5社 に 対 して行 った もの で あ るis)。そ の 中 で 当 時

の中小企業基準では,E5社 は大企業に属 しているが,参 考のため一緒に取 り

上 げ る。 調 査 結 果 を ま とめ た ものが 第3表 で あ る。E1,E2,E3,E4社

18)各 社 の 概 要 は 次 の よ うで あ る.E141は コ ン ピ ュ ー ター 用 の エ ッジ ・カー ド ・コ ネ ク ター

(edgeandconnector)の 生 産 会 社 で あ り,1977年 に設 立 さ れ現 在1〔 調 査 時 点}雇 用 者 数 は36人 で

あ る.E2杜 は ス キ ャナ ーの 専 門 メー カー で あ り.1990年 に 設 立 され 現 在 〔調 査 時 点}雇 用者 数

}よ150人 で あ り,資 本 金 は1億 ノ己で あ る。E3仕 ほバ ー コー ドを読 む ス キ ャナー(ラ イ トペ ン と

CCDス キ ャ ナ ー〉 を 生 産す る 会社 で あ り,1990年 に 設 立 さ れ,現 在 〔調 査 時 点)雇 用 者 数 は50

人で,資 本 金 は6000万 元 で あ る 。E4社 は タブ レ ッ ト装 置(digitizingtablets)を 生 産す る会社 で

あ り,1987年 に 設 立 さ れ,現 在(調 査 時 点)雇 用 者 数660人 で あ る、,L5朴 は1968年 に 設 立 さ れ.

た偏 向 ヨー ク 〔denectionyoke〕 と フ ラ イバ ブク トラ ンス(F】ybackTranslQr【ner〕 を 生 産す る 会

社 で あ り,現 在 の雇 用 者 数11250人 で,資 本 金 は3億 元 で あ る.調 査 年 度(1995年)の 為 替 レー

トは0,2641(NT5/Yen:〕rCあ る。
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における外注利用 の調 査結果

〔251〕55

外注の短所
海外進出の状況

発注.先との協力関係 外注利用の長所
進出先 外注利用

リスク分 散のため,3社

に外注す る

・自社より効率的な技術の利用 (内職の場合)

・品質の確保困難

・運送中で壊れやすい

な し 一

専属 ・非専属加工業者 の

区分があ る。4-5杜 と固

定 した協力 関係

・ より効率的な専業技術の利用

・上地,労 働コストの考慮

・設備投資の節約とリスクの回避

一

中国 な し

同一種類 の加工業者は10

社以上 を選択で きるが,

2-3社 と固定の協 力関係

・ 専業技術を利用で きる

。 ナ主.文を調整「タるこ とカfできる 品質の問題 な し 一

一

・専業化 品質と納期の確保困難 な し 一

理に12社 があるが

専属加1業 者;9-10社

非専属加.「業者:3～2社

・ コストが低い

・労働不足の圧力を解消

・投資を節約することができる

・生産量を弾力的に調整可能

QCが 比較的困難

一一

とも輸出比率が70%一100%と 高い。それは同産業の製品に対する国内需要が

まだ少ないか,国 内への販売ルートを持たないか,あ るいは国内向けの場合利

潤が低いことによるものである。

生産において各社 とも外注の利川が見受けられる。その形態は発注元が原料

を提供して専門の加工業者'に委託するというものであり,大 きく単純労働集約

的な工程の外注と専門加.1:技術利用型の外注との2種 類に分けることができる。

前者は基本的に労働 コス トと労働力不足への対応 として,特 定の労働集約的な

生産工程の一部あるいは全てを専門力旧.:業者に委託 して社内生産を補完するも

のである。E2社,E3社,E5社 の組立工程はそれに当たる。この利用によ

り企業は雇用コス トを節約することができると同時に,工 場(土 地 と建物)及
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ぴ機 械 設 備 へ の投 資 を 回避 す る こ と もで きる。 これ に対 して,後 者 は社 内 生 産

に よ っ て代 替 で き ない専 門 的技 術 ・設 備 や,あ るい は.コス トへ の考 慮 か ら 自社

よ り効 率 的 な技術 を利 用 す るた め の外 注 で あ る。E1社 の ピ ン生 産 ,E2社 の

ハ ン ダ付 け,E3社 のSMT(表 面 粘.着技 術,surfacemounttechnology>な

ど は それ に属 す る。 そ の利 用 で 企 業 は他 社 の よ り効 率 的 な技 術 及 び.専門 技 術 を

利 用 す る こ とがで きる し,ま た専 門技 術 ・設備 へ の投 資 を節 約 し,同 時 に技 術

革 新 に よ る設 備 の 陳腐 化 の リス クを 回避 す る こ と もで きる。

そ して 各社 に よ る外 注 の.発注 先 は全 部専 門 の加1:業 者 で あ り,内 職 の 利 用 は

見 られ な い。 以前,E1社 とE5社 は労 働 集 約 型 の組 立 工程 を内 職 に委 託 した

こ とが あ っ た が,現 在E1社 は半 自動 化機 械 を導 入 し,E5社 は急 増 した 生 産

量 を満 た す こ とが で きな い ため に利 用 を や め て い る。 また 外 注 利 用 の 長 所 ・背

景 と して,労 働 コス ト ・労 働 力 不 足 の 考慮,柔 軟 性 な どアパ レル業 と共 通 す る

もの もあ るが,他 に も地 価 高 騰 に伴 う土 地 コス ト,技 術 革 新 に よ る設 備 陳腐 化

の リ ス ク回避 とい った新 しい 問題 に対 す る 考慮 もあ る。 これ は 電 子 産 業1特 に

近年 急 速 に発 展 して きた情 報通 信 機 器関 連 産 業 な ど新 興 産 業 が 直 面す る地 価 高

騰 とい っ た投 資 環境 の悪.化,ま た技.術 ・設 備 革 新 が 速 い とい う電 子 産 業 の技 術

特 性 な ど を そ の ま ま反 映 して い る もの で あ る。 しか し外 注 利 用 に こ う した メ

リ ッ トが あ るに もか か わ らず,ア パ レル業 と同様 に 品 質 と納 期 に は問 題 が あ る

と され る。 た だ し,ほ とん どの 業 者 が 今 後 も外 注 の利 用 が 企 業 の 生 産 に と って

よ り重 要 な役 割 を果 た す と述 べ て い た 。

発 注 先 との関 係 で は,ア パ レル 業 で 見 た よ うな一 部 の 専 門 加 工 業者 と長 期 的

な協 力 関係 を維 持 す る傾 向 が こ こに も見 られ る。 そ の 巾 には,E2社 とE5社

の よ うに専 属 加 工 業 者 とい うよ り緊密 な 関係 を 見出 す こ と もで き る。 これ は契

約 を通 じて 専 属 加 工 業 者 に ・定 の注 文量 を保 証 し,そ の代 わ り専 属 加 工 業 者 は

同社 か らの 委 託 だ け に 専念 して他 社 か ら受 注 す る こ とは で きな い とい う もの で

あ る。 企 業(F2社 とE5社)に と っ て この よ うな 契約 は,専 属 加.「業 者 の 生

産 スペ ー ス を確 保 で きる他 に,技 術 の 流 出 を防 止す る意 味 も もって い る。 こ う
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した専属的な関係を通してE2社 のように専属加工業者に対する技術指導と外

注工程の高度化を行 うことが可能にな り,さ らに企業の技術 レベルと競争力の

向上にプラスの影響を及ぼすこともできるようになるだろう。

最後に海外進出の場合だが,E2社 は全てめ生産工程を自家丁場に抱え込み

外注を利用 していない。これについては現地の労働力と土地コストが低いので,

すべての生産工程を社内で行 っても採算が合うからという指摘 もあった。 しか

し現地の電子産業はまだ発展の初期段階で台湾ほど多様な専門加工業者がなく,

広 く利用 しうるような有利な周辺.環境がまだできていないこと,ま た技術の流

出を防止することもその....一因として考えられるだろう。

む す び

以上アパ レル産業と情報通信機器関連産業に関 し,筆 者の調査を通 して中小

企業の外注利用状況を検討 した。調査件数が少ないことから,今 回の調査だけ

で台湾中小企業の外注利用全般について論ずることはできないが,あ えて調査

結果だけに限れば,以 下のように言 うことができよう。

(1)外 注の利用は中小企業に注文の変動への迅速な対応や,雇 用 ・設備投資の

節約を可能にさせ,社 内生産を補完する上で大きな役割を担っている。確か

に量的に見れば,個 別の中小企業にとっての外注の重要性は,第4図 のよう

に外注工程数 と外注量の組合せ形態によってイのような最小限の外注利用か

らカのような最大限の外注利用まで変化する。 しか しながら聞き取り調査を

.行 った諸社は,単 一工程か複数工程の完全外注あるいは部分外注を利用 して

いて,外 注工程数から見れば利用度はさほど高 くないが,個 別工程に関して

は30%一一100%oと高く,社 内生産を補完する点で外注利用が重要な役割を占

めていることが明らかである。

② 両産業の生産において外注利用がμ∫能な程度が異なる。アパレル産業は技

術的に成熟 した労働集約型産業であ り,生 産工程が分割されやす く,ま た生

産技術は固定化されているので,外 注利用形態はさまざまであり,第 ユ図の
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第4図 外注の利用形態

外注依存度
外注工程数

完全外注 部分外注

...

一 工 程 ア イ

全工 程に及ばない複数工程
ウ 工

オ

カ キ
全 工 程

ク

注1:完 全外注 とは,当ti:程 の仕事量 を全部外注に出 して社

内で は生産 しない。

部分外注 とは,当 該⊥程の.部 を社内で行 うが,残 りは

外注 に出す。

注2!才 とクは,外 注 に出され.た諸工程の内.部 は完全 外注

を採用す るが,他 は部分的外注 を採用す ることを表す。

(出所}謝 国雄 「網結式生産組織一 台湾外鎖工業 中的外包制度」

(『中央研究院民族学研究所 集刊』,第71期,1991年9月),

【69ベージ,図3よ り作成.

よ うに原 料 だ け を購 入 し,す べ ての 生 産 工 程 を専 門 の加.1:者 と内 職 に委託

した り(全 生 産 工 程 の 完.全外 注 ・完 全 垂 直 的外 注),あ るい は 同業 者(輸 出

業 者)間 で 委 託 した りす る こ と(水 平 的 外 注)に よ っ て製 品 を仕 上 げ た りす

る こ とが 可 能 で あ.る。 しか し'1青報 通 信 機 器 関 連 産 業で は生 産 技 術 が 高 度 で,

と きに 企 業秘 密 もあ り,ま たそ の 生 産工 程 が 比較 的分 割 しに くい こ と もあ っ

て,外 注 に 出 され る工 程 は限 られ,ア パ レル 産業 の よ うに企 業 間の完.全工 程

分 業 に よ って 製 品 を仕 上 げ る こ とほ 見 られ な い。 この技 術 上 と生 産上 の特 性

が 異 な る こ とに よ っ て,両 者 の 外 注 利用 の度 合 い に差 が 生 じる。 しか し,ア

パ レル産 業 に 限 っ てみ れ ば 台 湾 だ けで は な く他 の 国で も外 注 の利 用 か外 注 に

よ る生 産 ネ ッ トワー クを 見 出 す こ とが で き る こ ど 弱,ま た 中小 企 業 で は な く

19)ア パ レル産 業では.台 湾だ けではな く]本.韓 国,フ ィリピン.さ らにイタリアで も外注 の利

用や外注による生産 ネ ットヲークを見出す ことができる。 聞仁 田幸雄 「アパ レル産業の基本的性

格に関す る理論的 考.察」(『地域経済』 第16集,岐 阜.経済大学地域 経済旬i.究所,51996u5月)。/
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大企業で も見出す ことがで きることビ。)。この2点 から,外 注の利用とそれに

よる生産 ネットワークは恐 らく台湾中小企業独 自の特徴ではなく,国 家の

別 ・企業の規模にかかわらず,む しろ産業の特性 ・経済の置かれた条件 と深

く係わ っているといえるであろう。

〔3)発 注元 と発注先双方とも複数の取引関係を維持 している。しかしそれは必

ず しも緩やかな関係とは限らず,む しろ緩やかな関係と緊密な関係を別々に

取 り結ぶのである。両者の併用は業者の生産により柔軟性を与えることがで

きる。こうした長期的に緊密な関係が結ばれる際,ア パ レル産業の場合では

大抵,契 約を結ばず口約束にとどまるとい う2㌔ これに対し,情 報通信機器

関連産業では長期的な外注関係がある..ヒ,さらに契約を通 じて専門加工業者

を専属化する動 きも見出された。 しか しこうした関係は専属であっても生産

面にとどまり,資 金の繋が り,役 員派遣などは見られなかっだ ㌔ これを取

.＼花房征 夫 「韓 国輸出衣服業 の発展過程 と成長要 因」(rア ジア経 済』Vol.19,N【 ・.7,1978年7

月)。 菊池真夫 「フfリ ピ ン首都圏近郊 における農村工 業の生成」(『アジア経 済」Vol.37,No、5,

1996年5月:1..「 特 集 イタリアに学ぶ 級 品生む 匠のネ ッ トワーク」(【日経 ビジ ネス1,1996年

7月1日 号1。

2ω 聞 き取 り調査に行 った時,「 大企業 は外注 を利 用 しないわけではない よ.某 大手 アパ レル輸出

メー カーは大 きな自家工:場を持 っているが,外 注 も利用 しているよ。 しか もその外 注は特 定企業

の生 産スペースを全部借 り切る とい う形態である]と 聞いた 。また夏外情,郷 村棋 氏の研究 によ

れば,あ る人形 を生産す る台米合弁企業(ピ ー ク時雇用者数 は4-5000人 まで達 していた)の 製

品の6割 は外注 を通 じ.て完成されナ.二.また調査を宥 ったE5社 によれば,現 在利用 してい る専 門

的加 工業者 を人数 から.見れば,1a一.20人 から70-80人 まで の規模であ り,そ の中で専属の専門的

加1.二業者の規模 は比較的大 きい とい う。それに対 しE2社 は,固 定的な協力関係のある専門的加

工業者の規模は70-100人 までが主だが.200一.300人 までの もあ るとい う。以上の ように大 企業

で も外注 を利 用 し,ま たそ の利用規 模 ・形態 は,臼 らの規 模,業 種 とも係わ ワてい ることが分

か った。

2Dア パ レル業 のA1#tに よれば,通 常輸出業 者ヒ専門加工業者 はそれぞれ2-3社 の主要 な取引

先 と固定的な外注 関係 を維持 してい るとい う。またアパ レル業 の3社 とも専門加工業者 と契約を

結んでいないのに対 し,謝 宗興氏 のセー ター業 についての研究で は.メ ー カー ヒ専門加工業 者の

間で,シ ーズ ン時,専 門加工業者 は優先的に当該メーカーか らの依頼 を生産 し,そ してシーズ ン

オフ時,メ ーカーは外注生産を後先的 に当該専 門加工業 者に依頼す るとい う内容の契約を結ぶ例

があ る。 しか しこのような互い に優先権を与え合 う場合 は大抵,口 約束だ けで,.文 書に しないと

い う、謝宗興,前 掲書,71ペ ー ジ。

22)こ うした動 きぽ筆者の調査で はまった く見 られなかったが,陳 氏の研究 において紡織業 と機械

工業(ジ ャッキ製造〕に関してそれ を見出す ことがで きる.ま た,E57tの 場合,専 属専門加⊥

業者 との問に,生 産上の協力関係 を持 ってい るが,資 金な どの繋 りが ない。一方,技 術向上 と/
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引先が複数であることと合わせて見れば,企 業(生 産単位)間 の関係は支配

従属的な関係というよりもむ しろ単なる水平的取 り引きであると言える。

ゆ 外注の対象となるのは,や はり労働集約的工程,ロ ーレベルの製品に集中

してお り,時 には品質 ・納期などの点で問題があることか ら,外 注は商品の

生産過程で量的には重要な役割を占めているものの,当 該商品の価値的な面

では高い比率を占めているとは考えられない。従って中小企業の輸出を支え

る生産構造を検討する際に,外 注の利用によって生まれる注文の変動に対す

る柔軟な対応力を重視する以外に,そ の製品の価値を支える原材料 ・技術 ・

デザインなどの側面も検討する必要があると思われる。 こうすることによっ

て初めて中小企業の輸出を支える生産構造をより正確に把握することができ

るだろう。そ して中小企業の輸出を解明するには,生 産面を検討するほか,

中小企業の輸出を牽引した需要面からの検討も必要と思われる。今後の課題

としたい。

＼企業 の体質の強化 のた め,早 くも舘年か ら取 引先 の一つであ る大手 家電 メー カー と提携 し,同

メー カーか らの資本 参加 と役員派;tを 受け入れている。


